平成２２年度　第１回　京都市芸術文化施設等指定管理者選定委員会
摘録

	日　時
	平成２２年６月２８日（月）午後１時３０分から午後３時１５分まで

	場　所
	京都芸術センター

	出席者
	＜委　員＞
鈴木千鶴子（京都市教育委員会委員）
髙田　公理（佛教大学社会学部教授）

富永　茂樹（京都大学人文科学研究所教授）
宮﨑　紀子（宮崎木材工業株式会社代表取締役社長）

吉澤　健吉（京都新聞総合研究所特別理事）

＜京都市＞

　山岸　和（京都市文化市民局長）
平竹　耕三（京都市文化市民局文化芸術都市推進室長）

池内　正貢（京都市文化市民局文化芸術都市推進室文化芸術企画課長）

吉田　敏和（京都市文化市民局文化芸術都市推進室文化芸術企画課計画推進担当課長）
秋山　正俊（京都市文化市民局文化芸術都市推進室文化芸術企画課企画管理係長）
岩田　直子（京都市文化市民局文化芸術都市推進室文化芸術企画課）


開会（事務局）

出席者紹介（事務局）

挨拶（京都市文化市民局長）

委員長・副委員長選出

・吉澤委員を委員長に選出

・鈴木委員を副委員長に選出

本委員会の目的・スケジュール・配布資料説明（事務局）

議題１　文化会館の募集方法等について【資料２】
　　　・５館一括で公募することについて

・利用料金制度の導入について

委員　　文化会館に利用料金制度を導入することや，昨年度の「京都市公共ホールのあり方検討委員会」の報告の中で文化会館の更なる連携の強化を求めていることとの整合性からみても，今回は，５館一括で公募するのが望ましいと考える。あの報告の精神を実現化できるような指定管理者の選定が求められる。
委員　　「京都市公共ホールのあり方検討委員会」では，文化会館の施設見学も行ったが，貸館施設であることに留まらず，コーディネーター的人材を配置して文化事業を企画したりもっと営業活動をしたりする努力の余地がまだあると感じられた。利用料金制度の導入により，今まで指定管理者が努力しても市の収入にしかならなかったシステムが改善され，指定管理者の創意工夫を促すことができるようになるのは望ましいことである。
委員　　文化会館５館の連携を保ちつつ利用料金制度導入をはじめとした取組で各館の特性を伸ばしていくということであれば，資料２の説明の部分は，連帯性と独自性の両立を実現するために５館一括で公募するというような表現に修正したほうがよい。５館一括で公募することそのものについては賛成である。
事務局　連携することと独自性を発揮することが対立するものとは考えていないので，委員御指摘のとおり修正させていただく。
委員　　１館ごとに指定管理者を募集すると，稼働率のいい館には応募があって，稼働率の低い館には応募がないというようなことが危惧される。また，料金や開館時間などの利用条件がばらばらになり整合性が取れなくなる。例えば，区民会館のような施設なら区ごとに違っても良いと割り切れるかもしれないが，文化会館は各地域にあっても京都市全体のための施設であるから，やはりそういう位置付けの施設が全く関連性を持たなくなるのは問題である。
委員　　利用料金制度の導入により各館の自由度が広がるのは望ましいことであるが，どの程度まで自由を認めるのかが難しいところでもあると思われる。上限を超えないのであれば，例えば区分を午前・午後・夜間だけではなく時間単位にしたりして料金設定を館ごとに変えたりできるのか。
事務局　そういうことが可能になるのが利用料金制度であるが，制度の導入当初のうちは激変を避け，ある程度足並みをそろえてもらい，収入や利用者の反応などの状況を見ながら徐々にその制度のメリットを活かすような料金体系を検討していければと考えている。
委員　　土日に比べて利用率の低い平日に利用が入るよう，周辺の教育施設などへの営業努力が必要だが，今までは，一律の料金を変えられないという制約があった。今後は，その制約からある程度開放されるため，指定管理者にとっても良いことだといえる。
委員　　交通の便など地理的な条件からして明らかに異なるのに，料金が横一列であることが実態に即していない。交通が不便な館なら，他よりも安くしようとするのが民間の一般的な考え方だと思う。利用料金制度導入による料金体系の柔軟化とともに，より安価な設定にして利用しやすくすべきではないか。また，利用時間帯の設定も，午前，午後，夜間という区分になっているが，時間単位で貸し出すことが出来ればより利用しやすくなると思う。
委員　　申込方法についても，開始時期の設定等，もっと利用ニーズに合ったやり方があるのではないか。

委員　　５館一括で運営しながら，これからより利用ニーズに応えられるように徐々に変革していくというやり方が妥当なのであろう。

委員　　各館にコーディネーター的人材を配して，事業企画等で独自性を発揮することが理想であろうが，現在はそういった人材がいない。
委員　　文化芸術分野に限らず行政の縦割りを排して広く探すことが出来れば，会場のニーズはあると思う。
委員　　開館時間についても，指定管理者が柔軟に設定できれば，利用者にとっても指定管理者にとってもメリットがあるのではないか。

事務局　利用料金制度を導入するため，この５月市会で条例を改正したことにより，開館時間についても，指定管理者の案を市長が承認するというかたちで変更することが可能になる。現場の声を聞き，課題を解決しながら柔軟に対応していきたい。
委員　　利用ニーズに柔軟に対応するためには，様々な行政の制約を取り払うことが必要である。この場で出された各委員の意見は，今後の課題といえるであろう。
本件議題に関して，委員会の結論としては，５館一括で公募することについては異論なしである。
議題２　京都芸術センターの非公募について【資料３】
委員　　魅力的な事業が減っているような気がするが，芸術センターの収支状況はどうなのか。
事務局　施設管理とセンター事業実施に係る経費を指定管理料で賄っているが，収入も支出も毎年減少している。

委員　　これ以上，文化施策の予算を削り続けて事業も縮小され魅力がなくなってしまうことは避けていただきたい。この指定管理者選定委員会を開くごとに予算が削減され，その度に同じ思いをしている。京都市が重要であると考える文化施策については，ある程度の赤字も覚悟で守るという姿勢を見せていただきたい。
委員　　芸術センターは様々な芸術家との連携で運営されているため，その辺のつながりのない事業者が指定管理者となると運営が難しいのではないか。
委員　　芸術センターは，文化芸術の幅広い領域を網羅しており，それが施設の存在意義でもあるから，その施設を維持するとなると，分野の垣根を越えて出来るだけ多くの芸術家とのネットワークを維持できる事業者でなければ難しいだろう。

委員　　事実上，（財）京都市芸術文化協会しか無理なのではないか。文化の層が厚い京都特有の団体で，分野を超えてネットワークを持つというのは本当に稀有である。

委員　　この議題に関しては，あまり議論の余地はないようである。前回と変わらず非公募で（財）京都市芸術文化協会をその候補者とする。
議題２　京都コンサートホールの非公募について【資料４】

委員　　この委員会では，当初から京都コンサートホールについては非公募にすべきという意見があったが，前回は，市の意向もあり公募となった。そして今回は，非公募に変更するということで市の考え方を示していただいた。

委員　　非公募について異論はないが，公募と同様に，指定管理者候補に対しては，利用者のためになるような運営の努力を求めることは必要である。
委員　　京都市交響楽団（以下「京響」）の楽員は，京都市職員の身分を持ちつつ（財）京都市音楽芸術文化振興財団（以下「音芸財団」）に派遣され，音芸財団がそのマネジメントを担うようになった。それまで京響の事業収入は，京都市の全体の会計の中に吸収され，自分たちの努力が見えにくかったという欠点が，これにより改善されたと聞いている。
事務局　財団内に，独立した会計を設け，事業収入や国や市からの補助金等によって事業を実施している。

委員　　一般的にオーケストラとホールは切り離して考えるものではない。そういう意味では，京響が音芸財団に移管されて，５年前に比べると京響とコンサートホールがあるべき姿に近づき，非公募とする必要性は更に高まったと思う。
事務局　京響の職員は京都市の身分を保有したままで音芸財団に派遣されており，民間でいえば出向職員のような位置付けである。この改革による大きな変更点は，まず，京都市の全体の会計に収入されていた事業収入が，音芸財団内に独自の会計が設けられ自律性が与えられたことである。また，市の予算は，毎年２月市会で承認されないと，新年度の事業に着手できず，４月の公演のチケットを出来るだけ早く販売開始したくとも，その制約により効果的な営業活動が出来なかった。それが，市の予算から切り離されたことで，事業展開を途切れさせずスムーズな連続性を持たせるという課題をクリアでき，民間のオーケストラにも負けない機動的な活動が可能になった。
そういった改革が，自主公演での満員御礼や依頼演奏会の増加という成果につながった。
委員　　そういった自由度をもっと広げていただきたい。市民の財産でもあるから，京響には，これまで以上にもっといろいろな場に出てもらい，市民の認知度を更に高めていただきたい。広報活動にも相応の投資をして，チラシ一枚でもセンスのいいものを作って広めていただきたい。そういった努力を継続していただきたいし，そのためには運営を担う団体についても継続性がある方が望ましい。
委員　　コンサートホールの人件費は当初のころから比べるとやはり削減していっているのか。ホールの案内係の人数が少なくなっているように感じるし，その質も維持出来ているのかどうか心配である。予算の削減が，そういった面に出てしまっているのであれば残念なことである。

事務局　指定管理者が，そういった人材を派遣する業者を選定しているが，契約内容や相手先が変わることにより，現場での対応にもばらつきが出るのかもしれない。
委員　　市の財政が厳しいことも理解しているが，やはり，守るべきものは守らなければならないのではないか。このまま予算を削減していけば文化行政として財産を何も残せなくなる。
委員　　コンサートホールの収支について，年々収入が減っているのに，支出が増えているのはなぜか。

事務局　大きな変動要素は，施設の修繕費の関係である。
平成１８年度から平成２２年度までの５年契約は，指定管理料を毎年，逓減させていく仕組みになっており，平成２０年度の指定管理料の額を基準に，平成１８，１９年度は上積み，平成２１，２２年度は減額している。したがって，平成１８，１９年度は黒字となり，それを次年度の修繕に当てるなどしている。
委員　　施設の修繕は指定管理者の義務になるのか。

事務局　施設修繕については，大規模なものは市が行うが，１００万円未満の小額修繕については指定管理者の義務としている。
指定管理料をこのまま減らしていけば，芸術センターであればそこで実施する事業が縮小の一途をたどり，コンサートホールのように施設の維持に経費のかかる施設であれば，施設そのものの存続が危ぶまれることになる。今回，文化会館の運営に利用料金制度を導入するなど施設が存続できるような制度設計に取り組むとともに，適正な指定管理料の確保に努めたいと考えている。
委員　　これらの施設は京都市の文化芸術の看板であり，存続させていかなけれ　ばならない。京都コンサートホールについて非公募とし，音芸財団を指定管理候補者とすることについて異論はない。
これで本日の議題についての議論を終了する。
閉会

・次回開催予定　平成22年7月26日（月）
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